
 

令和７ 年 2 月  

 

お客様各位  

 

徳島県農業協同組合  

 

 

令和 7 年 4 月 1 日付「 貯金規定」 の一部改正について（ 事前のご案内）  

 

平素よ り 当組合をご利用いただき 、 誠にあり がと う ございま す。   

令和 7 年 4 月 1 日付で「 貯金規定」 を 一部改正いたし ま す。  

改正内容の詳細につき ま し ては、 以下の新旧対照表を ご参照く ださ い。  

 



 

 

当座勘定規定 

 

１ ． ～６ ． （ 省略）  

 

７ ． （ 手形、 小切手の支払等）  

（ １ ） 小切手が支払のために呈示さ れた場合、 ま たは手形が呈示期間内に支払のため呈示さ れた場

合には、 当座勘定から 支払いま す。  

（ ２ ） 前項の支払にあたっ ては、 手形ま たは小切手の振出し の事実の有無等を確認する こ と （ その

旨について書面の交付を求める こ と を含みま す。 ） があり ま す。  

（ ３ ） 当座勘定の払戻し の場合には、 小切手ま たは当組合所定の払戻請求書を使用し てく ださ い。  

（ ４ ） 前項の払戻し に払戻請求書を使用する 場合は、 届出の印章によ り 記名押印し て、 通帳と と も

に提出し てく ださ い。 ま た、 当座勘定の払戻し を受ける こ と について正当な権限を有する こ

と を確認する ため当組合所定の本人確認書類の提示等の手続を求める こ と があり ま す。 こ の

場合、 当組合が必要と 認める と き は、 こ の確認ができ る ま では払戻し を行いません。  

 

８ ． ～１ ６ ． （ 省略）  

 

１ ７ ． （ 印鑑照合等）  

（ １ ）  手形、 小切手、 払戻請求書ま たは諸届書類に使用さ れた印影（ 電磁的記録によ り 当組合に画

像と し て送信さ れる も のを含みま す。 ） を、 届出の印鑑と 相当の注意をも って照合し 、 相違

ないも のと 認めて取扱いま し たう えは、 その手形、 小切手、 払戻請求書、 諸届書類につき 、

偽造、 変造その他の事故があっても 、 そのために生じ た損害については、 当組合は責任を負

いま せん。  

（ ２ ）  手形、 小切手と し て使用さ れた用紙（ 電磁的記録によ り 当組合に画像と し て送信さ れる も の

を含みま す。 ） を、 相当の注意をも って第８ 条の交付用紙である と 認めて取扱いま し たう え

は、 その用紙につき 模造、 変造、 流用があっても 、 そのために生じ た損害については、 前項

と 同様と し ます。  

（ ３ ）  こ の規定およ び末尾記載の手形用法、 小切手用法に違反し たために生じ た損害についても 、

第１ 項と 同様と し ま す。  

 

１ ８ ． ～３ ２ ． （ 省略）  

 

 

【 改正後】  



 

 

当座勘定規定 

 

１ ． ～６ ． （ 省略）  

 

７ ． （ 手形、 小切手の支払（ 追加） ）  

（ １ ） 小切手が支払のために呈示さ れた場合、 ま たは手形が呈示期間内に支払のため呈示さ れた場

合には、 当座勘定から 支払いま す。  

（ ２ ） 前項の支払にあたっ ては、 手形ま たは小切手の振出し の事実の有無等を確認する こ と （ その

旨について書面の交付を求める こ と を含みま す。 ） があり ま す。  

（ ３ ） 当座勘定の払戻し の場合には、 小切手（ 追加） を使用し てく ださ い。  

   （ 追加）  

 

 
 

 
 

８ ． ～１ ６ ． （ 省略）  

 

１ ７ ． （ 印鑑照合等）  

（ １ ）  手形、 小切手、 （ 追加） ま たは諸届書類に使用さ れた印影（ 電磁的記録によ り 当組合に画像

と し て送信さ れる も のを含みま す。 ） を、 届出の印鑑と 相当の注意をも って照合し 、 相違な

いも のと 認めて取扱いま し たう えは、 その手形、 小切手、 （ 追加） 、 諸届書類につき 、 偽

造、 変造その他の事故があっても 、 そのために生じ た損害については、 当組合は責任を負い

ま せん。  

（ ２ ）  手形、 小切手と し て使用さ れた用紙（ 電磁的記録によ り 当組合に画像と し て送信さ れる も の

を含みま す。 ） を、 相当の注意をも って第８ 条の交付用紙である と 認めて取扱いま し たう え

は、 その用紙につき 模造、 変造、 流用があっても 、 そのために生じ た損害については、 前項

と 同様と し ます。  

（ ３ ）  こ の規定およ び末尾記載の手形用法、 小切手用法に違反し たために生じ た損害についても 、

第１ 項と 同様と し ま す。  

 
１ ８ ． ～３ ２ ． （ 省略）  

 
 

【 改正前】  



 

 

普通貯金規定 

 

 

１ ． ～９ ． （ 省略）  

 

１ ０ ． （ 印鑑照合等）  

  払戻請求書、 諸届その他の書類に使用さ れた印影（ ま たは暗証の届出がある 場合には暗証） を届出

の印鑑（ ま たは暗証の届出がある 場合には暗証） と 相当の注意をも って照合し 、 相違ないも のと 認

めて取扱いまし たう えは、 それら の書類につき 偽造、 変造その他の事故があっても そのために生じ

た損害については、 当組合は責任を負いま せん。 なお、 貯金者が個人である 場合には、 盗取さ れた

通帳を用いて行われた不正な払戻し の額に相当する 金額について、 第１ ２ 条によ り 補てんを請求す

る こ と ができ ま す。  

 

１ １ ． （ キャ ッ シュ カード ）  

（ １ ） こ の貯金についてキャ ッ シュ カード （ 以下「 カード 」 と いう 。 ） を発行し た場合には、 カー

ド の届出の暗証を使用し て当組合所定の方法によ り 、 こ の貯金の残高等の取引状況を照会す

る こ と ができ ま す。 照会時に使用さ れた暗証と 届出の暗証と の一致を確認し て回答し た場合

には、 暗証につき 盗用その他の事故があっても そのために生じ た損害については、 当組合は

責任を負いま せん。  

（ ２ ） こ の貯金についてカード を発行し た場合には、 カード の届出の暗証等を使用し て、 パソ コ ンや

ス マート フォ ンなど端末機器によ り Ｊ Ａ ネッ ト バンク 、 Ｊ Ａ バンク アプリ  プラ ス のほか各種

サービス の申込、 利用、 各種届出等ができ ま す。 Ｊ Ａ ネッ ト バンク 、 Ｊ Ａ バンク アプリ  プラ

ス のほか各種サービス のお申込み、 ご利用時に入力さ れた暗証と 届出の暗証と が一致する こ と

を当組合所定の方法によ り 確認し た場合、 その他当組合所定の方法によ る 本人確認によ って本

人の利用と 判断し た場合には、 当組合Ｊ Ａ ネッ ト バンク 利用規定、 Ｊ Ａ バンク アプリ  プラ ス

利用規定、 その他各種サービス について当組合の定める 規定について有効に契約が成立する も

のと し 、 暗証につき 盗用その他の事故があっても そのために生じ た損害については、 当組合は

責任を負いま せん。  

 

１ ２ ． （ 盗難通帳によ る 払戻し 等）  

（ １ ）  貯金者が個人の場合であって、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し （ 以下、 本条

において「 当該払戻し 」 と いいま す。 ） については、 次の各号のすべてに該当する 場合、 貯

金者は当組合に対し て当該払戻し の額に相当する 金額およ びこ れに付帯する 約定利息なら び

に手数料に相当する 金額の補てんを請求する こ と ができ ま す。  

① 通帳の盗難に気づいてから すみやかに、 当組合への通知が行われている こ と  

② 当組合の調査に対し 、 貯金者よ り 十分な説明が行われている こ と  

③ 当組合に対し 、 捜査機関に被害届を提出し ている こ と その他の盗取さ れたこ と が推測さ

れる 事実を確認でき る も のを示し ている こ と  

  

【 改正後】  



 

 

普通貯金規定 

 

 

１ ． ～９ ． （ 省略）  

 

１ ０ ． （ 印鑑照合等）  

  払戻請求書、 諸届その他の書類に使用さ れた印影（ 追加） を届出の印鑑（ 追加） と 相当の注意をも

って照合し 、 相違ないも のと 認めて取扱いま し たう えは、 それら の書類につき 偽造、 変造その他の

事故があっても そのために生じ た損害については、 当組合は責任を負いま せん。 なお、 貯金者が個

人である 場合には、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し の額に相当する 金額について、

次条によ り 補てんを請求する こ と ができ ま す。  

 

 

 

（ 新設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ １ ． （ 盗難通帳によ る 払戻し 等）  

（ １ ）  貯金者が個人の場合であって、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し （ 以下、 本条

において「 当該払戻し 」 と いいま す。 ） については、 次の各号のすべてに該当する 場合、 貯

金者は当組合に対し て当該払戻し の額に相当する 金額およ びこ れに付帯する 約定利息なら び

に手数料に相当する 金額の補てんを請求する こ と ができ ま す。  

① 通帳の盗難に気づいてから すみやかに、 当組合への通知が行われている こ と  

② 当組合の調査に対し 、 貯金者よ り 十分な説明が行われている こ と  

③ 当組合に対し 、 捜査機関に被害届を提出し ている こ と その他の盗取さ れたこ と が推測さ

れる 事実を確認でき る も のを示し ている こ と  

  

【 改正前】  



 

 

（ ２ ）  前項の請求がなさ れた場合、 当該払戻し が貯金者の故意によ る 場合を除き 、 当組合は、 当組

合へ通知が行われた日の 30 日（ ただし 、 当組合に通知する こ と ができ ないやむをえない事情

がある こ と を貯金者が証明し た場合は、 30 日にその事情が継続し ている 期間を加えた日数と

し ま す。 ） 前の日以降になさ れた払戻し の額に相当する 金額およ びこ れに付帯する 約定利息

なら びに手数料に相当する 金額（ 以下、 「 補てん対象額」 と いいま す。 ） を第１ ０ 条本文に

かかわら ず補てんする も のと し ま す。 ただし 、 当該払戻し が行われたこ と について、 当組合

が善意かつ無過失であり 、 かつ、 貯金者に過失（ 重過失を除く 。 ） がある こ と を当組合が証

明し た場合は、 当組合は補てん対象額の４ 分の３ に相当する 金額を補てんする も のと し ま

す。  

（ ３ ）  前２ 項の規定は、 第１ 項にかかる 当組合への通知が、 通帳が盗取さ れた日（ 通帳が盗取さ れ

た日が明ら かでないと き は、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し が最初に行われ

た日。 ） から 、 ２ 年を経過する 日後に行われた場合には、 適用さ れないも のと し ま す。  

（ ４ ）  第２ 項の規定にかかわら ず、 次のいずれかに該当する こ と を当組合が証明し た場合には、 当

組合は補てんし ま せん。  

① 当該払戻し が行われたこ と について当組合が善意かつ無過失であり 、 かつ、 次のいずれか

に該当する こ と  

Ａ  当該払戻し が貯金者の重大な過失によ り 行われたこ と  

Ｂ  貯金者の配偶者、 二親等内の親族、 同居の親族その他の同居人、 ま たは家事使用人によ

って行われたこ と  

Ｃ  貯金者が、 被害状況についての当組合に対する 説明において、 重要な事項について偽り

の説明を行ったこ と  

② 通帳の盗取が、 戦争、 暴動等によ る 著し い社会秩序の混乱に乗じ ま たはこ れに付随し て行

われたこ と  

（ ５ ）  当組合が当該貯金について貯金者に払戻し を行っている 場合には、 こ の払戻し を行った額の

限度において、 第１ 項にも と づく 補てんの請求には応じ る こ と はでき ま せん。 ま た、 貯金者

が、 当該払戻し を受けた者から 損害賠償ま たは不当利得返還を受けた場合も 、 その受けた限

度において同様と し ま す。  

（ ６ ）  当組合が第２ 項の規定にも と づき 補てんを行った場合に、 当該補てんを行った金額の限度に

おいて、 当該貯金にかかる 払戻請求権は消滅し ま す。  

（ ７ ）  当組合が第２ 項の規定によ り 補てんを行ったと き は、 当組合は、 当該補てんを行った金額の

限度において、 盗取さ れた通帳によ り 不正な払戻し を受けた者その他の第三者に対し て貯金

者が有する 損害賠償請求権ま たは不当利得返還請求権を取得する も のと し ま す。  

 

１ ３ ． （ 譲渡、 質入れ等の禁止）  

（ １ ）  こ の貯金、 貯金契約上の地位その他こ の取引にかかる いっさ いの権利およ び通帳は、 譲渡、

質入れその他第三者の権利を設定する こ と 、 ま たは第三者に利用さ せる こ と はでき ま せん。  

（ ２ ）  当組合がやむをえないも のと 認めて質入れを承諾する 場合には、 当組合所定の書式によ り 行

いま す。   

【 改正後】  



 

 

（ ２ ）  前項の請求がなさ れた場合、 当該払戻し が貯金者の故意によ る 場合を除き 、 当組合は、 当組

合へ通知が行われた日の 30 日（ ただし 、 当組合に通知する こ と ができ ないやむをえない事情

がある こ と を貯金者が証明し た場合は、 30 日にその事情が継続し ている 期間を加えた日数と

し ま す。 ） 前の日以降になさ れた払戻し の額に相当する 金額およ びこ れに付帯する 約定利息

なら びに手数料に相当する 金額（ 以下、 「 補てん対象額」 と いいま す。 ） を前条本文にかか

わら ず補てんする も のと し ま す。 ただし 、 当該払戻し が行われたこ と について、 当組合が善

意かつ無過失であり 、 かつ、 貯金者に過失（ 重過失を除く 。 ） がある こ と を当組合が証明し

た場合は、 当組合は補てん対象額の４ 分の３ に相当する 金額を補てんする も のと し ま す。  

（ ３ ）  前２ 項の規定は、 第１ 項にかかる 当組合への通知が、 通帳が盗取さ れた日（ 通帳が盗取さ れ

た日が明ら かでないと き は、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し が最初に行われ

た日。 ） から 、 ２ 年を経過する 日後に行われた場合には、 適用さ れないも のと し ま す。  

（ ４ ）  第２ 項の規定にかかわら ず、 次のいずれかに該当する こ と を当組合が証明し た場合には、 当

組合は補てんし ま せん。  

① 当該払戻し が行われたこ と について当組合が善意かつ無過失であり 、 かつ、 次のいずれか

に該当する こ と  

Ａ  当該払戻し が貯金者の重大な過失によ り 行われたこ と  

Ｂ  貯金者の配偶者、 二親等内の親族、 同居の親族その他の同居人、 ま たは家事使用人によ

って行われたこ と  

Ｃ  貯金者が、 被害状況についての当組合に対する 説明において、 重要な事項について偽り

の説明を行ったこ と  

② 通帳の盗取が、 戦争、 暴動等によ る 著し い社会秩序の混乱に乗じ ま たはこ れに付随し て行

われたこ と  

（ ５ ）  当組合が当該貯金について貯金者に払戻し を行っている 場合には、 こ の払戻し を行った額の

限度において、 第１ 項にも と づく 補てんの請求には応じ る こ と はでき ま せん。 ま た、 貯金者

が、 当該払戻し を受けた者から 損害賠償ま たは不当利得返還を受けた場合も 、 その受けた限

度において同様と し ま す。  

（ ６ ）  当組合が第２ 項の規定にも と づき 補てんを行った場合に、 当該補てんを行った金額の限度に

おいて、 当該貯金にかかる 払戻請求権は消滅し ま す。  

（ ７ ）  当組合が第２ 項の規定によ り 補てんを行ったと き は、 当組合は、 当該補てんを行った金額の

限度において、 盗取さ れた通帳によ り 不正な払戻し を受けた者その他の第三者に対し て貯金

者が有する 損害賠償請求権ま たは不当利得返還請求権を取得する も のと し ま す。  

 

 

１ ２ ． （ 譲渡、 質入れ等の禁止）  

（ １ ）  こ の貯金、 貯金契約上の地位その他こ の取引にかかる いっさ いの権利およ び通帳は、 譲渡、

質入れその他第三者の権利を設定する こ と 、 ま たは第三者に利用さ せる こ と はでき ま せん。  

（ ２ ）  当組合がやむをえないも のと 認めて質入れを承諾する 場合には、 当組合所定の書式によ り 行

いま す。  

  

【 改正前】  



 

 

１ ４ ． （ 取引の制限等）  

（ １ ）  当組合は、 貯金者の情報およ び具体的な取引の内容等を適切に把握する ため、 提出期限を指

定し て各種確認や資料の提出を求める こ と があり ま す。 貯金者から 正当な理由なく 指定し た

期限ま でに回答がいただけない場合には、 入金、 払戻し 等の本規定にも と づく 取引の一部を

制限する 場合があり ま す。  

（ ２ ）  前項の各種確認や資料の提出の求めに対する 貯金者の回答、 具体的な取引の内容、 貯金者の

説明内容およ びその他の事情を考慮し て、 当組合がマネー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供

与、 も し く は経済制裁関係法令等への抵触のおそれがある と 判断し た場合には、 入金・ 払戻

し 等の本規定にも と づく 取引の一部を制限する 場合があり ま す。  

（ ３ ）  前２ 項に定める いずれの取引等の制限についても 、 貯金者から の説明等にも と づき 、 マネ

ー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供与、 ま たは経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的

に解消さ れたと 当組合が認める 場合、 当組合は前２ 項に基づく 取引等の制限を解除し ま す。  

 

１ ５ ． （ 解約等）  

（ １ ）  こ の貯金口座を解約する 場合には、 通帳を持参のう え、 当店に申出てく ださ い。  

（ ２ ）  次の各号の一にでも 該当し た場合には、 当組合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通

知する こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ と ができ る も のと し ま す。 なお、 通知によ り 解

約する 場合、 到達のいかんにかかわら ず、 当組合が解約の通知を届出のあった名称、 住所に

あてて発信し た時に解約さ れたも のと し ま す。  

    ① こ の貯金口座の名義人が存在し ないこ と が明ら かになった場合ま たは貯金口座の名義人の

意思によ ら ずに開設さ れたこ と が明ら かになった場合 

   ② こ の貯金の貯金者が第１ ３ 条第１ 項に違反し た場合 

    ③ こ の貯金がマネー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供与、 経済制裁関係法令等に抵触する 取引

に利用さ れ、 ま たはそのおそれがある と 合理的に認めら れる 場合 

    ④ こ の貯金が法令や公序良俗に反する 行為に利用さ れ、 ま たはそのおそれがある と 認めら れ

る 場合 

    ⑤ こ の貯金口座の口座開設申込時における 貯金者の説明や提出資料の内容に偽り がある と 判

明し た場合、 ま たはこ の貯金口座の口座開設後の利用状況が口座開設申込時において貯金

者が行った説明や提出資料の内容と 異なる と 判明し た場合 

⑥ ①～⑤の疑いがある にも かかわら ず、 正当な理由なく 当組合から の確認に応じ ない場合 

（ ３ ）  こ の貯金口座は、 第１ 号、 第２ 号Ａ から Ｆ およ び第３ 号Ａ から Ｅ のいずれにも 該当し ない場

合に利用する こ と ができ 、 第１ 号、 第２ 号Ａ から Ｆ ま たは第３ 号Ａ から Ｅ の一にでも 該当す

る 場合には、 当組合はこ の貯金口座の開設をお断り する も のと し ま す。 ま た、 前項のほか、

次の各号の一にでも 該当し 、 貯金者と の取引を継続する こ と が不適切である 場合には、 当組

合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通知する こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ

と ができ る も のと し ま す。  

  

【 改正後】  



 

 

１ ３ ． （ 取引の制限等）  

（ １ ）  当組合は、 貯金者の情報およ び具体的な取引の内容等を適切に把握する ため、 提出期限を指

定し て各種確認や資料の提出を求める こ と があり ま す。 貯金者から 正当な理由なく 指定し た

期限ま でに回答がいただけない場合には、 入金、 払戻し 等の本規定にも と づく 取引の一部を

制限する 場合があり ま す。  

（ ２ ）  前項の各種確認や資料の提出の求めに対する 貯金者の回答、 具体的な取引の内容、 貯金者の

説明内容およ びその他の事情を考慮し て、 当組合がマネー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供

与、 も し く は経済制裁関係法令等への抵触のおそれがある と 判断し た場合には、 入金・ 払戻

し 等の本規定にも と づく 取引の一部を制限する 場合があり ま す。  

（ ３ ）  前２ 項に定める いずれの取引等の制限についても 、 貯金者から の説明等にも と づき 、 マネ

ー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供与、 ま たは経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的

に解消さ れたと 当組合が認める 場合、 当組合は前２ 項に基づく 取引等の制限を解除し ま す。  

 

１ ４ ． （ 解約等）  

（ １ ）  こ の貯金口座を解約する 場合には、 通帳を持参のう え、 当店に申出てく ださ い。  

（ ２ ）  次の各号の一にでも 該当し た場合には、 当組合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通

知する こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ と ができ る も のと し ま す。 なお、 通知によ り 解

約する 場合、 到達のいかんにかかわら ず、 当組合が解約の通知を届出のあった名称、 住所に

あてて発信し た時に解約さ れたも のと し ま す。  

    ① こ の貯金口座の名義人が存在し ないこ と が明ら かになった場合ま たは貯金口座の名義人の

意思によ ら ずに開設さ れたこ と が明ら かになった場合 

   ② こ の貯金の貯金者が第 12 条第１ 項に違反し た場合 

    ③ こ の貯金がマネー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供与、 経済制裁関係法令等に抵触する 取引

に利用さ れ、 ま たはそのおそれがある と 合理的に認めら れる 場合 

    ④ こ の貯金が法令や公序良俗に反する 行為に利用さ れ、 ま たはそのおそれがある と 認めら れ

る 場合 

    ⑤ こ の貯金口座の口座開設申込時における 貯金者の説明や提出資料の内容に偽り がある と 判

明し た場合、 ま たはこ の貯金口座の口座開設後の利用状況が口座開設申込時において貯金

者が行った説明や提出資料の内容と 異なる と 判明し た場合 

⑥ ①～⑤の疑いがある にも かかわら ず、 正当な理由なく 当組合から の確認に応じ ない場合 

（ ３ ）  こ の貯金口座は、 第１ 号、 第２ 号Ａ から Ｆ およ び第３ 号Ａ から Ｅ のいずれにも 該当し ない場

合に利用する こ と ができ 、 第１ 号、 第２ 号Ａ から Ｆ ま たは第３ 号Ａ から Ｅ の一にでも 該当す

る 場合には、 当組合はこ の貯金口座の開設をお断り する も のと し ま す。 ま た、 前項のほか、

次の各号の一にでも 該当し 、 貯金者と の取引を継続する こ と が不適切である 場合には、 当組

合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通知する こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ

と ができ る も のと し ま す。  

  

【 改正前】  



 

 

① 貯金者が口座開設申込時にし た表明・ 確約に関し て虚偽の申告をし たこ と が判明し た場合 

② 貯金者が、 次のいずれかに該当し たこ と が判明し た場合 

Ａ  暴力団 

Ｂ  暴力団員 

Ｃ  暴力団準構成員 

Ｄ  暴力団関係企業 

Ｅ  総会屋等、 社会運動等標ぼう ゴロ ま たは特殊知能暴力集団等 

Ｆ  その他前各号に準ずる 者 

③ 貯金者が、 自ら ま たは第三者を利用し て次の各号に該当する 行為をし た場合 

Ａ  暴力的な要求行為 

Ｂ  法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ  取引に関し て、 脅迫的な言動をし 、 ま たは暴力を用いる 行為 

Ｄ  風説を流布し 、 偽計を用いま たは威力を用いて当組合の信用を毀損し 、 ま たは当組合の

業務を妨害する 行為 

Ｅ  その他前各号に準ずる 行為 

（ ４ ）  こ の貯金が、 当組合が別途表示する 一定の期間貯金者によ る 利用がなく 、 かつ残高が一定の

金額を超える こ と がない場合には、 当組合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通知す

る こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ と ができ る も のと し ま す。 ま た、 法令に基づく 場合

にも 同様にでき る も のと し ま す。  

（ ５ ）  前３ 項によ り 、 こ の貯金口座が解約さ れ残高がある 場合、 ま たはこ の貯金取引が停止さ れそ

の解除を求める 場合には、 通帳を持参のう え、 当店に申出てく ださ い。 こ の場合、 当組合は

相当の期間をおき 、 必要な書類等の提出ま たは保証人を求める こ と があり 、 また貯金取引が

継続さ れる と き は貯金口座が変更さ れる こ と があり ま す。  

 

１ ６ ． （ 通知等）  

  届出のあった名称、 住所にあてて当組合が通知ま たは送付書類を発送し た場合には、 延着し ま たは

到達し なかったと き でも 通常到達すべき 時に到達し たも のと みなし ま す。  

 

１ ７ ． （ 保険事故発生時における 貯金者から の相殺）  

（ １ ）  こ の貯金は、 当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める 保険事故が生じ た場合には、 本

条各項の定めによ り 相殺する こ と ができ ま す。 なお、 こ の貯金に、 貯金者の当組合に対する

債務を担保する ため、 も し く は第三者の当組合に対する 債務で貯金者が保証人と なっている

も のを担保する ために質権等の担保権が設定さ れている 場合にも 同様の取扱いと し ま す。  

（ ２ ）  相殺する 場合の手続き については、 次によ る も のと し ま す。  

    ① 相殺通知は書面によ る も のと し 、 複数の借入金等の債務がある 場合には充当の順序方法を

指定のう え、 通帳は直ちに当組合に提出し てく ださ い。 ただし 、 こ の貯金で担保さ れる 債

務がある 場合には、 当該債務ま たは当該債務が第三者の当組合に対する 債務である 場合に

は貯金者の保証債務から 相殺さ れる も のと し ま す。  

  

【 改正後】  



 

 

① 貯金者が口座開設申込時にし た表明・ 確約に関し て虚偽の申告をし たこ と が判明し た場合 

② 貯金者が、 次のいずれかに該当し たこ と が判明し た場合 

Ａ  暴力団 

Ｂ  暴力団員 

Ｃ  暴力団準構成員 

Ｄ  暴力団関係企業 

Ｅ  総会屋等、 社会運動等標ぼう ゴロ ま たは特殊知能暴力集団等 

Ｆ  その他前各号に準ずる 者 

③ 貯金者が、 自ら ま たは第三者を利用し て次の各号に該当する 行為をし た場合 

Ａ  暴力的な要求行為 

Ｂ  法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ  取引に関し て、 脅迫的な言動をし 、 ま たは暴力を用いる 行為 

Ｄ  風説を流布し 、 偽計を用いま たは威力を用いて当組合の信用を毀損し 、 ま たは当組合の

業務を妨害する 行為 

Ｅ  その他前各号に準ずる 行為 

（ ４ ）  こ の貯金が、 当組合が別途表示する 一定の期間貯金者によ る 利用がなく 、 かつ残高が一定の

金額を超える こ と がない場合には、 当組合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通知す

る こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ と ができ る も のと し ま す。 ま た、 法令に基づく 場合

にも 同様にでき る も のと し ま す。  

（ ５ ）  前３ 項によ り 、 こ の貯金口座が解約さ れ残高がある 場合、 ま たはこ の貯金取引が停止さ れそ

の解除を求める 場合には、 通帳を持参のう え、 当店に申出てく ださ い。 こ の場合、 当組合は

相当の期間をおき 、 必要な書類等の提出ま たは保証人を求める こ と があり 、 また貯金取引が

継続さ れる と き は貯金口座が変更さ れる こ と があり ま す。  

 

１ ５ ． （ 通知等）  

  届出のあった名称、 住所にあてて当組合が通知ま たは送付書類を発送し た場合には、 延着し ま たは

到達し なかったと き でも 通常到達すべき 時に到達し たも のと みなし ま す。  

 

１ ６ ． （ 保険事故発生時における 貯金者から の相殺）  

（ １ ）  こ の貯金は、 当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める 保険事故が生じ た場合には、 本

条各項の定めによ り 相殺する こ と ができ ま す。 なお、 こ の貯金に、 貯金者の当組合に対する

債務を担保する ため、 も し く は第三者の当組合に対する 債務で貯金者が保証人と なっている

も のを担保する ために質権等の担保権が設定さ れている 場合にも 同様の取扱いと し ま す。  

（ ２ ）  相殺する 場合の手続き については、 次によ る も のと し ま す。  

     ① 相殺通知は書面によ る も のと し 、 複数の借入金等の債務がある 場合には充当の順序方法を

指定のう え、 通帳は直ちに当組合に提出し てく ださ い。 ただし 、 こ の貯金で担保さ れる 債

務がある 場合には、 当該債務ま たは当該債務が第三者の当組合に対する 債務である 場合に

は貯金者の保証債務から 相殺さ れる も のと し ま す。  

  

【 改正前】  



 

 

   ② 前号の充当の指定のない場合には、 当組合の指定する 順序方法によ り 充当いたし ま す。  

   ③ 第１ 号によ る 指定によ り 、 債権保全上支障が生じ る おそれがある 場合には、 当組合は遅滞

なく 異議を述べ、 担保・ 保証の状況等を考慮し て、 順序方法を指定する こ と ができ る も の

と し ま す。  

（ ３ ）  相殺する 場合の借入金等の債務の利息、 割引料、 遅延損害金等の計算については、 その期間

を相殺通知が当組合に到達し た日ま でと し て、 利率、 料率は当組合の定めによ る も のと し ま

す。 ま た、 借入金等を期限前弁済する こ と によ り 発生する 損害金等の取扱いについては当組

合の定めによ る も のと し ま す。  

（ ４ ）  相殺する 場合において借入金の期限前弁済等の手続き について別の定めがある と き には、 そ

の定めによ る も のと し ま す。 ただし 、 借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する

等の制限がある 場合においても 相殺する こ と ができ る も のと し ま す。  

 

１ ８ ． （ 休眠預金等活用法に係る 異動事由）  

  当組合は、 こ の貯金について、 以下の事由を民間公益活動を促進する ための休眠預金等に係る 資金

の活用に関する 法律（ 以下「 休眠預金等活用法」 と いう 。 ） にも と づく 異動事由と し て取り 扱いま

す。  

① 引出し 、 預入れ、 振込の受入れ、 振込みによ る 払出し 、 口座振替その他の事由によ り 貯金

額に異動があったこ と （ 当組合から の利子の支払に係る も のや第２ １ 条に定める 未利用口

座管理手数料に係る も のを除き ま す。 ）  

② 手形ま たは小切手の提示その他の第三者によ る 支払の請求があったこ と （ 当組合が当該支

払の請求を把握する こ と ができ る 場合に限り ま す。 ）  

③ 貯金者等（ 休眠預金等活用法第２ 条第３ 項に定義さ れる 貯金者のほか相続人等の貯金等に

係る 債権を有する 者を指し 、 以下貯金者等と いいま す。 ） から 、 こ の貯金について次に掲

げる 情報の提供の求めがあったこ と （ こ の貯金が休眠預金等活用法第３ 条第 1 項にも と づ

く 公告（ 以下、 本項において「 公告」 と いいま す。 ） の対象と なっている 場合に限り ま

す。 ）  

Ａ  公告の対象と なる 貯金である かの該当性 

Ｂ  貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にも と づく 通知を受け取る 住所地 

④ 貯金者等から の申し 出にも と づく 通帳の発行、 記帳も し く は繰越があったこ と  

⑤ 貯金者等から の申し 出にも と づく 次に掲げる 契約内容ま たは顧客情報の変更があったこ と  

Ａ  キャ ッ シュ カード の発行（ 再発行含む） およ び返却、 暗証番号の変更 

Ｂ  取引店舗の変更 

Ｃ  相続等によ る 口座名義人の変更 

 

１ ９ ． （ 休眠預金等活用法に係る 最終異動日等）  

（ １ ）  こ の貯金について、 休眠預金等活用法における 最終異動日等と は、 次に掲げる 日の最も 遅い

日をいう も のと し ま す。   

【 改正後】  



 

 

② 前号の充当の指定のない場合には、 当組合の指定する 順序方法によ り 充当いたし ま す。  

    ③ 第１ 号によ る 指定によ り 、 債権保全上支障が生じ る おそれがある 場合には、 当組合は遅滞

なく 異議を述べ、 担保・ 保証の状況等を考慮し て、 順序方法を指定する こ と ができ る も の

と し ま す。  

（ ３ ）  相殺する 場合の借入金等の債務の利息、 割引料、 遅延損害金等の計算については、 その期間

を相殺通知が当組合に到達し た日ま でと し て、 利率、 料率は当組合の定めによ る も のと し ま

す。 ま た、 借入金等を期限前弁済する こ と によ り 発生する 損害金等の取扱いについては当組

合の定めによ る も のと し ま す。  

（ ４ ）  相殺する 場合において借入金の期限前弁済等の手続き について別の定めがある と き には、 そ

の定めによ る も のと し ま す。 ただし 、 借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する

等の制限がある 場合においても 相殺する こ と ができ る も のと し ま す。  

 

１ ７ ． （ 休眠預金等活用法に係る 異動事由）  

  当組合は、 こ の貯金について、 以下の事由を民間公益活動を促進する ための休眠預金等に係る 資金

の活用に関する 法律（ 以下「 休眠預金等活用法」 と いう 。 ） にも と づく 異動事由と し て取り 扱いま

す。  

① 引出し 、 預入れ、 振込の受入れ、 振込みによ る 払出し 、 口座振替その他の事由によ り 貯金 

額に異動があったこ と （ 当組合から の利子の支払に係る も のや第２ ０ 条に定める 未利用口

座管理手数料に係る も のを除き ま す。 ）  

② 手形ま たは小切手の提示その他の第三者によ る 支払の請求があったこ と （ 当組合が当該支

払の請求を把握する こ と ができ る 場合に限り ま す。 ）  

③ 貯金者等（ 休眠預金等活用法第２ 条第３ 項に定義さ れる 貯金者のほか相続人等の貯金等に 

係る 債権を有する 者を指し 、 以下貯金者等と いいま す。 ） から 、 こ の貯金について次に掲

げる 情報の提供の求めがあったこ と （ こ の貯金が休眠預金等活用法第３ 条第 1 項にも と づ

く 公告（ 以下、 本項において「 公告」 と いいま す。 ） の対象と なっている 場合に限り ま

す。 ）  

Ａ  公告の対象と なる 貯金である かの該当性 

Ｂ  貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にも と づく 通知を受け取る 住所地 

④ 貯金者等から の申し 出にも と づく 通帳の発行、 記帳も し く は繰越があったこ と  

⑤ 貯金者等から の申し 出にも と づく 次に掲げる 契約内容ま たは顧客情報の変更があったこ と  

Ａ  キャ ッ シュ カード の発行（ 再発行含む） およ び返却、 暗証番号の変更 

Ｂ  取引店舗の変更 

Ｃ  相続等によ る 口座名義人の変更 

 

１ ８ ． （ 休眠預金等活用法に係る 最終異動日等）  

（ １ ）  こ の貯金について、 休眠預金等活用法における 最終異動日等と は、 次に掲げる 日の最も 遅い

日をいう も のと し ま す。  

  

【 改正前】  



 

 

① 第１ ８ 条に掲げる 異動が最後にあった日 

② 将来における 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 事由と し て次項で定める も のについて

は、 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 日と し て次項において定める 日 

③ 当組合が貯金者等に対し て休眠預金等活用法第 3 条第 2 項に定める 事項の通知を発し た

日。 ただし 、 当該通知が貯金者等に到達し た場合ま たは当該通知を発し た日から 1 か月を

経過し た場合（ 1 か月を経過する 日ま たは当組合があら かじ め預金保険機構に通知し た日

のう ちいずれか遅い日ま でに通知が貯金者等の意思によ ら ないで返送さ れたと き を除

く 。 ） に限り ま す。  

④ こ の貯金が休眠預金等活用法第 2 条第 2 項に定める 預金等に該当する こ と と なった日 

（ ２ ）  第１ 項第２ 号において、 将来における 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 事由と は、 次の各 

号に掲げる 事由のみをいう も のと し 、 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 日と は、 当該各号

に掲げる 事由に応じ 、 当該各号に定める 日と し ま す。  

① 法令、 法令にも と づく 命令も し く は措置ま たは契約によ り 、 こ の貯金について支払が停止

さ れたこ と 、 当該支払停止が解除さ れた日。  

② こ の貯金について、 強制執行、 仮差押えま たは国税滞納処分（ その例によ る 処分を含みま

す。 ） の対象と なったこ と 、 当該手続が終了し た日。  

③ 法令ま たは契約にも と づく 振込の受入れ、 口座振替その他の入出金が予定さ れている こ

と 、 ま たは予定さ れていたこ と （ ただし 、 当組合が入出金の予定を把握する こ と ができ る

も のに限り ます。 ） 、 当該入出金が行われた日ま たは入出金が行われないこ と が確定し た

日。  

 

２ ０ ． （ 休眠預金等代替金に関する 取扱い）  

（ １ ） こ の貯金について長期間お取引がない場合、 休眠預金等活用法にも と づき こ の貯金に係る 債

権は消滅し 、 貯金者等は、 預金保険機構に対する 休眠預金等代替金債権を有する こ と になり

ま す。  

（ ２ ） 前項の場合、 貯金者等は、 当組合を通じ て、 こ の貯金に係る 休眠預金等代替金債権の支払を

請求する こ と ができ ま す。 こ の場合において、 当組合が承諾し たと き は、 貯金者等は、 当組

合に対し て有し ていた貯金債権を取得する 方法によ って、 休眠預金等代替金債権の支払を受

ける こ と ができ ま す。  

（ ３ ） 貯金者等は、 第１ 項の場合において、 次に掲げる 事由が生じ たと き は、 休眠預金等活用法第

７ 条第２ 項によ る 申出およ び支払の請求をする こ と について、 あら かじ め当組合に委任し ま

す。  

① こ の貯金に係る 休眠預金等代替金の支払を目的と する 債権に対する 強制執行、 仮差押えま  

たは国税滞納処分（ その例によ る 処分を含みま す。 ） が行われたこ と  

（ ４ ） 当組合は、 次の各号に掲げる 事由を満たす場合に限り 、 貯金者等に代わって第３ 項によ る 休

眠預金等代替金の支払を請求する こ と を約し ま す。  

【 改正後】  



 

 

① 第１ ７ 条に掲げる 異動が最後にあった日 

② 将来における 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 事由と し て次項で定める も のについて

は、 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 日と し て次項において定める 日 

③ 当組合が貯金者等に対し て休眠預金等活用法第 3 条第 2 項に定める 事項の通知を発し た

日。 ただし 、 当該通知が貯金者等に到達し た場合ま たは当該通知を発し た日から 1 か月を

経過し た場合（ 1 か月を経過する 日ま たは当組合があら かじ め預金保険機構に通知し た日

のう ちいずれか遅い日ま でに通知が貯金者等の意思によ ら ないで返送さ れたと き を除

く 。 ） に限り ま す。  

④ こ の貯金が休眠預金等活用法第 2 条第 2 項に定める 預金等に該当する こ と と なった日 

（ ２ ） 第１ 項第２ 号において、 将来における 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 事由と は、 次の各

号に掲げる 事由のみをいう も のと し 、 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 日と は、 当該各号

に掲げる 事由に応じ 、 当該各号に定める 日と し ま す。  

① 法令、 法令にも と づく 命令も し く は措置ま たは契約によ り 、 こ の貯金について支払が停止

さ れたこ と 、 当該支払停止が解除さ れた日。  

② こ の貯金について、 強制執行、 仮差押えま たは国税滞納処分（ その例によ る 処分を含みま

す。 ） の対象と なったこ と 、 当該手続が終了し た日。  

③ 法令ま たは契約にも と づく 振込の受入れ、 口座振替その他の入出金が予定さ れている こ

と 、 ま たは予定さ れていたこ と （ ただし 、 当組合が入出金の予定を把握する こ と ができ る

も のに限り ます。 ） 、 当該入出金が行われた日ま たは入出金が行われないこ と が確定し た

日。  

 

１ ９ ． （ 休眠預金等代替金に関する 取扱い）  

（ １ ） こ の貯金について長期間お取引がない場合、 休眠預金等活用法にも と づき こ の貯金に係る 債

権は消滅し 、 貯金者等は、 預金保険機構に対する 休眠預金等代替金債権を有する こ と になり

ま す。  

（ ２ ） 前項の場合、 貯金者等は、 当組合を通じ て、 こ の貯金に係る 休眠預金等代替金債権の支払を請 

求する こ と ができ ま す。 こ の場合において、 当組合が承諾し たと き は、 貯金者等は、 当組合に

対し て有し ていた貯金債権を取得する 方法によ って、 休眠預金等代替金債権の支払を受ける こ

と ができ ま す。  

（ ３ ） 貯金者等は、 第１ 項の場合において、 次に掲げる 事由が生じ たと き は、 休眠預金等活用法第７

条第２ 項によ る 申出およ び支払の請求をする こ と について、 あら かじ め当組合に委任し ま

す。  

① こ の貯金に係る 休眠預金等代替金の支払を目的と する 債権に対する 強制執行、 仮差押えま

たは国税滞納処分（ その例によ る 処分を含みま す。 ） が行われたこ と  

（ ４ ） 当組合は、 次の各号に掲げる 事由を満たす場合に限り 、 貯金者等に代わって第３ 項によ る 休眠

預金等代替金の支払を請求する こ と を約し ま す。  

  

【 改正前】  



 

 

① 当組合がこ の貯金に係る 休眠預金等代替金について、 預金保険機構から 支払等業務の委託

を受けている こ と  

② 前項にも と づく 取扱いを行う 場合には、 貯金者等が当組合に対し て有し ていた貯金債権を

取得する 方法によ って支払う こ と  

（ ５ ） 本条については、 休眠預金等活用法にも と づき こ の貯金に係る 債権が消滅し たこ と に伴い、 本 

契約の解除をし た場合であっても 存続する も のと し ま す。  

 

２ １ ． （ 未利用口座管理手数料）  

（ １ ）  未利用口座管理手数料は、 別途定める 未利用口座が対象と なり ます。  

（ ２ ）  こ の貯金口座は、 別途定める 一定の期間、 貯金者によ る 所定の利用が無い場合には、 未利用

口座と なり ます。  

（ ３ ）  こ の貯金口座が未利用口座と なっ た場合には、 当組合はこ の貯金口座から 、 払戻請求書等に

よ ら ず、 当組合の定める 未利用口座管理手数料の引落し を 開始する こ と ができ る も のと し ま

す。 なお、 残高不足等によ り 、 未利用口座管理手数料の引落し が不能と なっ た口座について

は、 当組合は当該貯金残高の全額を引落し 、 未利用口座管理手数料に充当し ま す。 ま た、 残

高が 0 円の未利用口座およ び未利用口座管理手数料の引落し によ り 残高が 0 円と なった口座に

ついては、 貯金者に通知を する こ と なく 、 当該未利用口座を解約する こ と ができ る も のと し

ま す。  

（ ４ ）  未利用口座管理手数料の引落し は、 第１ ５ 条第４ 項の貯金口座の利用には含ま れないも のと

し ま す。  

（ ５ ）  一旦引落し と なり 、 お支払いいただいた未利用口座管理手数料については、 返却いたし ま せ

ん。 ま た、 解約し た貯金口座の再利用の求めには応じ ません。  

（ ６ ）  第３ 項によ る 口座解約に伴い、 貯金者に生じ た損害については、 当組合は責任を負いま せん。  

 

２ ２ ． （ 規定の変更等）  

（ １ ）  こ の規定は、 民法に定める 定型約款に該当し ま す。 当組合は、 こ の規定の各条項およ び前記

第１ ５ 条第４ 項に基づく 期間・ 金額その他の条件は、 金融情勢その他の状況の変化その他相

当の事由がある と 認めら れる 場合には、 民法の変更の規定に基づいて変更する も のと し ま

す。  

（ ２ ）  前項によ る こ の規定の変更は、 変更後の規定の内容を、 店頭表示、 イ ンタ ーネッ ト その他相

当の方法で公表し 、 公表の際に定める 適用開始日から 適用さ れる も のと し ま す。  

 

以 上 

（ 〇年〇月〇日現在）  

【 改正後】  



 

 

① 当組合がこ の貯金に係る 休眠預金等代替金について、 預金保険機構から 支払等業務の委

託を受けている こ と  

② 前項にも と づく 取扱いを行う 場合には、 貯金者等が当組合に対し て有し ていた貯金債権

を取得する 方法によ って支払う こ と  

（ ５ ）  本条については、 休眠預金等活用法にも と づき こ の貯金に係る 債権が消滅し たこ と に伴い、  

本契約の解除をし た場合であっても 存続する も のと し ま す。  

 

２ ０ ． （ 未利用口座管理手数料）  

（ １ ）  未利用口座管理手数料は、 別途定める 未利用口座が対象と なり ます。  

（ ２ ）  こ の貯金口座は、 別途定める 一定の期間、 貯金者によ る 所定の利用が無い場合には、 未利用

口座と なり ます。  

（ ３ ）  こ の貯金口座が未利用口座と なっ た場合には、 当組合はこ の貯金口座から 、 払戻請求書等に

よ ら ず、 当組合の定める 未利用口座管理手数料の引落し を 開始する こ と ができ る も のと し ま

す。 なお、 残高不足等によ り 、 未利用口座管理手数料の引落し が不能と なっ た口座について

は、 当組合は当該貯金残高の全額を引落し 、 未利用口座管理手数料に充当し ま す。 ま た、 残

高が 0 円の未利用口座およ び未利用口座管理手数料の引落し によ り 残高が 0 円と なった口座に

ついては、 貯金者に通知を する こ と なく 、 当該未利用口座を解約する こ と ができ る も のと し

ま す。  

（ ４ ）  未利用口座管理手数料の引落し は、 第１ ４ 条第４ 項の貯金口座の利用には含ま れないも のと

し ま す。  

（ ５ ）  一旦引落し と なり 、 お支払いいただいた未利用口座管理手数料については、 返却いたし ま せ

ん。 ま た、 解約し た貯金口座の再利用の求めには応じ ません。  

（ ６ ）  第３ 項によ る 口座解約に伴い、 貯金者に生じ た損害については、 当組合は責任を負いま せん。  

 

２ １ ． （ 規定の変更等）  

（ １ ）  こ の規定は、 民法に定める 定型約款に該当し ま す。 当組合は、 こ の規定の各条項およ び前記

第１ ４ 条第４ 項に基づく 期間・ 金額その他の条件は、 金融情勢その他の状況の変化その他相

当の事由がある と 認めら れる 場合には、 民法の変更の規定に基づいて変更する も のと し ま す。  

（ ２ ）  前項によ る こ の規定の変更は、 変更後の規定の内容を、 店頭表示、 イ ンタ ーネッ ト その他相

当の方法で公表し 、 公表の際に定める 適用開始日から 適用さ れる も のと し ま す。  

 

以 上 

（ 〇年〇月〇日現在）  

【 改正前】  



 

 

総合口座取引規定 

 

１ .  （ 総合口座取引）  

（ １ ）  次の各取引は、 総合口座と し て利用する こ と （ 以下、 「 こ の取引」 と いいま す。 ） ができ ま

す。  

① 普通貯金およ び普通貯金（ 営農） （ 以下、 こ れら を「 普通貯金」 と いいます。 ）  

② 期日指定定期貯金、 ス ーパー定期貯金、 大口定期貯金、 変動金利定期貯金、 積立式定期

貯金（ 以下、 こ れら を「 定期貯金」 と いいま す。 ） およ び定期積金 

③ 第２ 号の定期貯金、 定期積金を担保と する 当座貸越 

（ ２ ）  普通貯金については、 単独で利用する こ と ができ ま す。  

（ ３ ）  第１ 項第１ 号、 第２ 号の各取引については、 こ の規定の定めによ る ほか、 当組合の当該各取

引の規定によ り 取扱いま す。 ただし 、 定期貯金、 定期積金には、 証券類の受入れはでき ま せ

ん。  

 

２ ． ～１ １ ． （ 省略）  

 

１ ２ ． （ 印鑑照合等）  

  こ の取引において払戻請求書、 定期貯金解約申込書、 定期積金解約申込書、 諸届その他の書類に使

用さ れた印影（ ま たは暗証の届出がある 場合には暗証） を届出の印鑑（ ま たは暗証の届出がある 場

合には暗証） と 相当の注意をも って照合し 、 相違ないも のと 認めて取扱いま し たう えは、 それら の

書類につき 偽造、 変造その他の事故があっても そのために生じ た損害については、 当組合は責任を

負いま せん。 なお、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し の額に相当する 金額について、

次条によ り 補てんを請求する こ と ができ ま す。  

 

１ ３ ． ～２ ３ ． （ 省略）  

 

 

【 改正後】  



 

 

総合口座取引規定 

 

１ ． （ 総合口座取引）  

（ １ ）  次の各取引は、 総合口座と し て利用する こ と （ 以下、 「 こ の取引」 と いいま す。 ） ができ ま

す。  

① 普通貯金およ び普通貯金（ 営農） （ 以下、 こ れら を「 普通貯金」 と いいます。 ）  

② 期日指定定期貯金、 ス ーパー定期貯金、 大口定期貯金、 変動金利定期貯金、 積立式定期

貯金（ 以下、 こ れら を「 定期貯金」 と いいま す。 ） およ び定期積金 

③ 第２ 号の定期貯金、 定期積金を担保と する 当座貸越 

（ ２ ）  普通貯金については、 単独で利用する こ と ができ ま す。  

（ ３ ）  第１ 項第１ 号、 第２ 号の各取引については、 こ の規定の定めによ る ほか、 当組合の当該各取

引の規定によ り 取扱いま す。 ただし 、 定期貯金、 定期積金には、 証券類の受入れはでき ま せ

ん。  

 

２ ． ～１ １ ． （ 省略）  

 

１ ２ ． （ 印鑑照合等）  

  こ の取引において払戻請求書、 定期貯金解約申込書、 定期積金解約申込書、 諸届その他の書類に使

用さ れた印影（ 追加） を届出の印鑑（ 追加） と 相当の注意をも って照合し 、 相違ないも のと 認めて

取扱いま し たう えは、 それら の書類につき 偽造、 変造その他の事故があっても そのために生じ た損

害については、 当組合は責任を負いま せん。 なお、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し

の額に相当する 金額について、 次条によ り 補てんを請求する こ と ができ ま す。  

 
 

１ ３ ． ～２ ３ ． （ 省略）  

 

 

 

【 改正前】  



 

 
普通貯金無利息型（ 決済用） 規定 

 

 

１ ． ～９ ． （ 省略）  

 

１ ０ ． （ 印鑑照合等）  

  払戻請求書、 諸届その他の書類に使用さ れた印影（ ま たは暗証の届出がある 場合には暗証） を届出

の印鑑（ ま たは暗証の届出がある 場合には暗証） と 相当の注意をも って照合し 、 相違ないも のと 認

めて取扱いまし たう えは、 それら の書類につき 偽造、 変造その他の事故があっても そのために生じ

た損害については、 当組合は責任を負いま せん。 なお、 貯金者が個人である 場合には、 盗取さ れた

通帳を用いて行われた不正な払戻し の額に相当する 金額について、 第１ ２ 条によ り 補てんを請求す

る こ と ができ ま す。  

 

１ １ ． （ キャ ッ シュ カード ）  

（ １ ） こ の貯金についてキャ ッ シュ カード （ 以下「 カード 」 と いう 。 ） を発行し た場合には、 カー

ド の届出の暗証を使用し て当組合所定の方法によ り 、 こ の貯金の残高等の取引状況を照会す

る こ と ができ ま す。 照会時に使用さ れた暗証と 届出の暗証と の一致を確認し て回答し た場合

には、 暗証につき 盗用その他の事故があっても そのために生じ た損害については、 当組合は

責任を負いま せん。  

（ ２ ） こ の貯金についてカード を発行し た場合には、 カード の届出の暗証等を使用し て、 パソ コ ンや

ス マート フォ ンなど端末機器によ り Ｊ Ａ ネッ ト バンク 、 Ｊ Ａ バンク アプリ  プラ ス のほか各種

サービス の申込、 利用、 各種届出等ができ ま す。 Ｊ Ａ ネッ ト バンク 、 Ｊ Ａ バンク アプリ  プラ

ス のほか各種サービス のお申込み、 ご利用時に入力さ れた暗証と 届出の暗証と が一致する こ と

を当組合所定の方法によ り 確認し た場合、 その他当組合所定の方法によ る 本人確認によ って本

人の利用と 判断し た場合には、 当組合Ｊ Ａ ネッ ト バンク 利用規定、 Ｊ Ａ バンク アプリ  プラ ス

利用規定、 その他各種サービス について当組合の定める 規定について有効に契約が成立する も

のと し 、 暗証につき 盗用その他の事故があっても そのために生じ た損害については、 当組合は

責任を負いま せん。  

 

１ ２ ． （ 盗難通帳によ る 払戻し 等）  

（ １ ）  貯金者が個人の場合であって、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し （ 以下、 本条

において「 当該払戻し 」 と いいま す。 ） については、 次の各号のすべてに該当する 場合、 貯

金者は当組合に対し て当該払戻し の額に相当する 金額およ びこ れに付帯する 約定利息なら び

に手数料に相当する 金額の補てんを請求する こ と ができ ま す。  

① 通帳の盗難に気づいてから すみやかに、 当組合への通知が行われている こ と  

② 当組合の調査に対し 、 貯金者よ り 十分な説明が行われている こ と  

③ 当組合に対し 、 捜査機関に被害届を提出し ている こ と その他の盗取さ れたこ と が推測さ

れる 事実を確認でき る も のを示し ている こ と  

  

【 改正後】  



 

 

普通貯金無利息型（ 決済用） 規定 

 

 

１ ． ～９ ． （ 省略）  

 

１ ０ ． （ 印鑑照合等）  

  払戻請求書、 諸届その他の書類に使用さ れた印影（ 追加） を届出の印鑑（ 追加） と 相当の注意をも

って照合し 、 相違ないも のと 認めて取扱いま し たう えは、 それら の書類につき 偽造、 変造その他の

事故があっても そのために生じ た損害については、 当組合は責任を負いま せん。 なお、 貯金者が個

人である 場合には、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し の額に相当する 金額について、

次条によ り 補てんを請求する こ と ができ ま す。  

 

 

 

（ 新設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ １ ． （ 盗難通帳によ る 払戻し 等）  

（ １ ）  貯金者が個人の場合であって、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し （ 以下、 本条

において「 当該払戻し 」 と いいま す。 ） については、 次の各号のすべてに該当する 場合、 貯

金者は当組合に対し て当該払戻し の額に相当する 金額およ びこ れに付帯する 約定利息なら び

に手数料に相当する 金額の補てんを請求する こ と ができ ま す。  

① 通帳の盗難に気づいてから すみやかに、 当組合への通知が行われている こ と  

② 当組合の調査に対し 、 貯金者よ り 十分な説明が行われている こ と  

③ 当組合に対し 、 捜査機関に被害届を提出し ている こ と その他の盗取さ れたこ と が推測さ

れる 事実を確認でき る も のを示し ている こ と  

  

【 改正前】  



 

 

（ ２ ）  前項の請求がなさ れた場合、 当該払戻し が貯金者の故意によ る 場合を除き 、 当組合は、 当組

合へ通知が行われた日の 30 日（ ただし 、 当組合に通知する こ と ができ ないやむをえない事情

がある こ と を貯金者が証明し た場合は、 30 日にその事情が継続し ている 期間を加えた日数と

し ま す。 ） 前の日以降になさ れた払戻し の額に相当する 金額およ びこ れに付帯する 約定利息

なら びに手数料に相当する 金額（ 以下、 「 補てん対象額」 と いいま す。 ） を第１ ０ 条本文に

かかわら ず補てんする も のと し ま す。 ただし 、 当該払戻し が行われたこ と について、 当組合

が善意かつ無過失であり 、 かつ、 貯金者に過失（ 重過失を除く 。 ） がある こ と を当組合が証

明し た場合は、 当組合は補てん対象額の４ 分の３ に相当する 金額を補てんする も のと し ま

す。  

（ ３ ）  前２ 項の規定は、 第１ 項にかかる 当組合への通知が、 通帳が盗取さ れた日（ 通帳が盗取さ れ

た日が明ら かでないと き は、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し が最初に行われ

た日。 ） から 、 ２ 年を経過する 日後に行われた場合には、 適用さ れないも のと し ま す。  

（ ４ ）  第２ 項の規定にかかわら ず、 次のいずれかに該当する こ と を当組合が証明し た場合には、 当

組合は補てんし ま せん。  

① 当該払戻し が行われたこ と について当組合が善意かつ無過失であり 、 かつ、 次のいずれか

に該当する こ と  

Ａ  当該払戻し が貯金者の重大な過失によ り 行われたこ と  

Ｂ  貯金者の配偶者、 二親等内の親族、 同居の親族その他の同居人、 ま たは家事使用人によ

って行われたこ と  

Ｃ  貯金者が、 被害状況についての当組合に対する 説明において、 重要な事項について偽り

の説明を行ったこ と  

② 通帳の盗取が、 戦争、 暴動等によ る 著し い社会秩序の混乱に乗じ ま たはこ れに付随し て行

われたこ と  

（ ５ ）  当組合が当該貯金について貯金者に払戻し を行っている 場合には、 こ の払戻し を行った額の

限度において、 第１ 項にも と づく 補てんの請求には応じ る こ と はでき ま せん。 ま た、 貯金者

が、 当該払戻し を受けた者から 損害賠償ま たは不当利得返還を受けた場合も 、 その受けた限

度において同様と し ま す。  

（ ６ ）  当組合が第２ 項の規定にも と づき 補てんを行った場合に、 当該補てんを行った金額の限度に

おいて、 当該貯金にかかる 払戻請求権は消滅し ま す。  

（ ７ ）  当組合が第２ 項の規定によ り 補てんを行ったと き は、 当組合は、 当該補てんを行った金額の

限度において、 盗取さ れた通帳によ り 不正な払戻し を受けた者その他の第三者に対し て貯金

者が有する 損害賠償請求権ま たは不当利得返還請求権を取得する も のと し ま す。  

 

１ ３ ． （ 譲渡、 質入れ等の禁止）  

（ １ ）  こ の貯金、 貯金契約上の地位その他こ の取引にかかる いっさ いの権利およ び通帳は、 譲渡、

質入れその他第三者の権利を設定する こ と 、 ま たは第三者に利用さ せる こ と はでき ま せん。  

（ ２ ）  当組合がやむをえないも のと 認めて質入れを承諾する 場合には、 当組合所定の書式によ り 行

いま す。   

【 改正後】  



 

 

（ ２ ）  前項の請求がなさ れた場合、 当該払戻し が貯金者の故意によ る 場合を除き 、 当組合は、 当組

合へ通知が行われた日の 30 日（ ただし 、 当組合に通知する こ と ができ ないやむをえない事情

がある こ と を貯金者が証明し た場合は、 30 日にその事情が継続し ている 期間を加えた日数と

し ま す。 ） 前の日以降になさ れた払戻し の額に相当する 金額およ びこ れに付帯する 約定利息

なら びに手数料に相当する 金額（ 以下、 「 補てん対象額」 と いいま す。 ） を前条本文にかか

わら ず補てんする も のと し ま す。 ただし 、 当該払戻し が行われたこ と について、 当組合が善

意かつ無過失であり 、 かつ、 貯金者に過失（ 重過失を除く 。 ） がある こ と を当組合が証明し

た場合は、 当組合は補てん対象額の４ 分の３ に相当する 金額を補てんする も のと し ま す。  

（ ３ ）  前２ 項の規定は、 第１ 項にかかる 当組合への通知が、 通帳が盗取さ れた日（ 通帳が盗取さ れ

た日が明ら かでないと き は、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し が最初に行われ

た日。 ） から 、 ２ 年を経過する 日後に行われた場合には、 適用さ れないも のと し ま す。  

（ ４ ）  第２ 項の規定にかかわら ず、 次のいずれかに該当する こ と を当組合が証明し た場合には、 当

組合は補てんし ま せん。  

① 当該払戻し が行われたこ と について当組合が善意かつ無過失であり 、 かつ、 次のいずれか

に該当する こ と  

Ａ  当該払戻し が貯金者の重大な過失によ り 行われたこ と  

Ｂ  貯金者の配偶者、 二親等内の親族、 同居の親族その他の同居人、 ま たは家事使用人によ

って行われたこ と  

Ｃ  貯金者が、 被害状況についての当組合に対する 説明において、 重要な事項について偽り

の説明を行ったこ と  

② 通帳の盗取が、 戦争、 暴動等によ る 著し い社会秩序の混乱に乗じ ま たはこ れに付随し て行

われたこ と  

（ ５ ）  当組合が当該貯金について貯金者に払戻し を行っている 場合には、 こ の払戻し を行った額の

限度において、 第１ 項にも と づく 補てんの請求には応じ る こ と はでき ま せん。 ま た、 貯金者

が、 当該払戻し を受けた者から 損害賠償ま たは不当利得返還を受けた場合も 、 その受けた限

度において同様と し ま す。  

（ ６ ）  当組合が第２ 項の規定にも と づき 補てんを行った場合に、 当該補てんを行った金額の限度に

おいて、 当該貯金にかかる 払戻請求権は消滅し ま す。  

（ ７ ）  当組合が第２ 項の規定によ り 補てんを行ったと き は、 当組合は、 当該補てんを行った金額の

限度において、 盗取さ れた通帳によ り 不正な払戻し を受けた者その他の第三者に対し て貯金

者が有する 損害賠償請求権ま たは不当利得返還請求権を取得する も のと し ま す。  

 

 

１ ２ ． （ 譲渡、 質入れ等の禁止）  

（ １ ）  こ の貯金、 貯金契約上の地位その他こ の取引にかかる いっさ いの権利およ び通帳は、 譲渡、

質入れその他第三者の権利を設定する こ と 、 ま たは第三者に利用さ せる こ と はでき ま せん。  

（ ２ ）  当組合がやむをえないも のと 認めて質入れを承諾する 場合には、 当組合所定の書式によ り 行

いま す。   

【 改正前】  



 

 

１ ４ ． （ 取引の制限等）  

（ １ ）  当組合は、 貯金者の情報およ び具体的な取引の内容等を適切に把握する ため、 提出期限を指

定し て各種確認や資料の提出を求める こ と があり ま す。 貯金者から 正当な理由なく 指定し た

期限ま でに回答がいただけない場合には、 入金、 払戻し 等の本規定にも と づく 取引の一部を

制限する 場合があり ま す。  

（ ２ ）  前項の各種確認や資料の提出の求めに対する 貯金者の回答、 具体的な取引の内容、 貯金者の

説明内容およ びその他の事情を考慮し て、 当組合がマネー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供

与、 も し く は経済制裁関係法令等への抵触のおそれがある と 判断し た場合には、 入金・ 払戻

し 等の本規定にも と づく 取引の一部を制限する 場合があり ま す。  

（ ３ ）  前２ 項に定める いずれの取引等の制限についても 、 貯金者から の説明等にも と づき 、 マネ

ー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供与、 ま たは経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的

に解消さ れたと 当組合が認める 場合、 当組合は前２ 項に基づく 取引等の制限を解除し ま す。  

 

１ ５ ． （ 解約等）  

（ １ ）  こ の貯金口座を解約する 場合には、 通帳を持参のう え、 当店に申出てく ださ い。  

（ ２ ）  次の各号の一にでも 該当し た場合には、 当組合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通

知する こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ と ができ る も のと し ま す。 なお、 通知によ り 解

約する 場合、 到達のいかんにかかわら ず、 当組合が解約の通知を届出のあった名称、 住所に

あてて発信し た時に解約さ れたも のと し ま す。  

    ① こ の貯金口座の名義人が存在し ないこ と が明ら かになった場合ま たは貯金口座の名義人の

意思によ ら ずに開設さ れたこ と が明ら かになった場合 

   ② こ の貯金の貯金者が第１ ３ 条第１ 項に違反し た場合 

    ③ こ の貯金がマネー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供与、 経済制裁関係法令等に抵触する 取引

に利用さ れ、 ま たはそのおそれがある と 合理的に認めら れる 場合 

    ④ こ の貯金が法令や公序良俗に反する 行為に利用さ れ、 ま たはそのおそれがある と 認めら れ

る 場合 

    ⑤ こ の貯金口座の口座開設申込時における 貯金者の説明や提出資料の内容に偽り がある と 判

明し た場合、 ま たはこ の貯金口座の口座開設後の利用状況が口座開設申込時において貯金

者が行った説明や提出資料の内容と 異なる と 判明し た場合 

⑥ ①～⑤の疑いがある にも かかわら ず、 正当な理由なく 当組合から の確認に応じ ない場合 

（ ３ ）  こ の貯金口座は、 第１ 号、 第２ 号Ａ から Ｆ およ び第３ 号Ａ から Ｅ のいずれにも 該当し ない場

合に利用する こ と ができ 、 第１ 号、 第２ 号Ａ から Ｆ ま たは第３ 号Ａ から Ｅ の一にでも 該当す

る 場合には、 当組合はこ の貯金口座の開設をお断り する も のと し ま す。 ま た、 前項のほか、

次の各号の一にでも 該当し 、 貯金者と の取引を継続する こ と が不適切である 場合には、 当組

合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通知する こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ

と ができ る も のと し ま す。  

  

【 改正後】  



 

 

１ ３ ． （ 取引の制限等）  

（ １ ）  当組合は、 貯金者の情報およ び具体的な取引の内容等を適切に把握する ため、 提出期限を指

定し て各種確認や資料の提出を求める こ と があり ま す。 貯金者から 正当な理由なく 指定し た

期限ま でに回答がいただけない場合には、 入金、 払戻し 等の本規定にも と づく 取引の一部を

制限する 場合があり ま す。  

（ ２ ）  前項の各種確認や資料の提出の求めに対する 貯金者の回答、 具体的な取引の内容、 貯金者の

説明内容およ びその他の事情を考慮し て、 当組合がマネー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供

与、 も し く は経済制裁関係法令等への抵触のおそれがある と 判断し た場合には、 入金・ 払戻

し 等の本規定にも と づく 取引の一部を制限する 場合があり ま す。  

（ ３ ）  前２ 項に定める いずれの取引等の制限についても 、 貯金者から の説明等にも と づき 、 マネ

ー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供与、 ま たは経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的

に解消さ れたと 当組合が認める 場合、 当組合は前２ 項に基づく 取引等の制限を解除し ま す。  

 

１ ４ ． （ 解約等）  

（ １ ）  こ の貯金口座を解約する 場合には、 通帳を持参のう え、 当店に申出てく ださ い。  

（ ２ ）  次の各号の一にでも 該当し た場合には、 当組合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通

知する こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ と ができ る も のと し ま す。 なお、 通知によ り 解

約する 場合、 到達のいかんにかかわら ず、 当組合が解約の通知を届出のあった名称、 住所に

あてて発信し た時に解約さ れたも のと し ま す。  

    ① こ の貯金口座の名義人が存在し ないこ と が明ら かになった場合ま たは貯金口座の名義人の

意思によ ら ずに開設さ れたこ と が明ら かになった場合 

   ② こ の貯金の貯金者が第 12 条第１ 項に違反し た場合 

    ③ こ の貯金がマネー・ ロ ーンダリ ング、 テロ 資金供与、 経済制裁関係法令等に抵触する 取引

に利用さ れ、 ま たはそのおそれがある と 合理的に認めら れる 場合 

    ④ こ の貯金が法令や公序良俗に反する 行為に利用さ れ、 ま たはそのおそれがある と 認めら れ

る 場合 

    ⑤ こ の貯金口座の口座開設申込時における 貯金者の説明や提出資料の内容に偽り がある と 判

明し た場合、 ま たはこ の貯金口座の口座開設後の利用状況が口座開設申込時において貯金

者が行った説明や提出資料の内容と 異なる と 判明し た場合 

⑥ ①～⑤の疑いがある にも かかわら ず、 正当な理由なく 当組合から の確認に応じ ない場合 

（ ３ ）  こ の貯金口座は、 第１ 号、 第２ 号Ａ から Ｆ およ び第３ 号Ａ から Ｅ のいずれにも 該当し ない場

合に利用する こ と ができ 、 第１ 号、 第２ 号Ａ から Ｆ ま たは第３ 号Ａ から Ｅ の一にでも 該当す

る 場合には、 当組合はこ の貯金口座の開設をお断り する も のと し ま す。 ま た、 前項のほか、

次の各号の一にでも 該当し 、 貯金者と の取引を継続する こ と が不適切である 場合には、 当組

合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通知する こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ

と ができ る も のと し ま す。  

  

【 改正前】  



 

 

① 貯金者が口座開設申込時にし た表明・ 確約に関し て虚偽の申告をし たこ と が判明し た場合 

② 貯金者が、 次のいずれかに該当し たこ と が判明し た場合 

Ａ  暴力団 

Ｂ  暴力団員 

Ｃ  暴力団準構成員 

Ｄ  暴力団関係企業 

Ｅ  総会屋等、 社会運動等標ぼう ゴロ ま たは特殊知能暴力集団等 

Ｆ  その他前各号に準ずる 者 

③ 貯金者が、 自ら ま たは第三者を利用し て次の各号に該当する 行為をし た場合 

Ａ  暴力的な要求行為 

Ｂ  法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ  取引に関し て、 脅迫的な言動をし 、 ま たは暴力を用いる 行為 

Ｄ  風説を流布し 、 偽計を用いま たは威力を用いて当組合の信用を毀損し 、 ま たは当組合の

業務を妨害する 行為 

Ｅ  その他前各号に準ずる 行為 

（ ４ ）  こ の貯金が、 当組合が別途表示する 一定の期間貯金者によ る 利用がなく 、 かつ残高が一定の

金額を超える こ と がない場合には、 当組合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通知す

る こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ と ができ る も のと し ま す。 ま た、 法令に基づく 場合

にも 同様にでき る も のと し ま す。  

（ ５ ）  前３ 項によ り 、 こ の貯金口座が解約さ れ残高がある 場合、 ま たはこ の貯金取引が停止さ れそ

の解除を求める 場合には、 通帳を持参のう え、 当店に申出てく ださ い。 こ の場合、 当組合は

相当の期間をおき 、 必要な書類等の提出ま たは保証人を求める こ と があり 、 また貯金取引が

継続さ れる と き は貯金口座が変更さ れる こ と があり ま す。  

 

１ ６ ． （ 通知等）  

  届出のあった名称、 住所にあてて当組合が通知ま たは送付書類を発送し た場合には、 延着し ま たは

到達し なかったと き でも 通常到達すべき 時に到達し たも のと みなし ま す。  

 

１ ７ ． （ 保険事故発生時における 貯金者から の相殺）  

（ １ ）  こ の貯金は、 当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める 保険事故が生じ た場合には、 本

条各項の定めによ り 相殺する こ と ができ ま す。 なお、 こ の貯金に、 貯金者の当組合に対する

債務を担保する ため、 も し く は第三者の当組合に対する 債務で貯金者が保証人と なっている

も のを担保する ために質権等の担保権が設定さ れている 場合にも 同様の取扱いと し ま す。  

（ ２ ）  相殺する 場合の手続き については、 次によ る も のと し ま す。  

   ① 相殺通知は書面によ る も のと し 、 複数の借入金等の債務がある 場合には充当の順序方法を指

定のう え、 通帳は直ちに当組合に提出し てく ださ い。 ただし 、 こ の貯金で担保さ れる 債務が

ある 場合には、 当該債務ま たは当該債務が第三者の当組合に対する 債務である 場合には貯金

者の保証債務から 相殺さ れる も のと し ま す。  

  

【 改正後】  



 

 

① 貯金者が口座開設申込時にし た表明・ 確約に関し て虚偽の申告をし たこ と が判明し た場合 

② 貯金者が、 次のいずれかに該当し たこ と が判明し た場合 

Ａ  暴力団 

Ｂ  暴力団員 

Ｃ  暴力団準構成員 

Ｄ  暴力団関係企業 

Ｅ  総会屋等、 社会運動等標ぼう ゴロ ま たは特殊知能暴力集団等 

Ｆ  その他前各号に準ずる 者 

③ 貯金者が、 自ら ま たは第三者を利用し て次の各号に該当する 行為をし た場合 

Ａ  暴力的な要求行為 

Ｂ  法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ  取引に関し て、 脅迫的な言動をし 、 ま たは暴力を用いる 行為 

Ｄ  風説を流布し 、 偽計を用いま たは威力を用いて当組合の信用を毀損し 、 ま たは当組合の

業務を妨害する 行為 

Ｅ  その他前各号に準ずる 行為 

（ ４ ）  こ の貯金が、 当組合が別途表示する 一定の期間貯金者によ る 利用がなく 、 かつ残高が一定の

金額を超える こ と がない場合には、 当組合はこ の貯金取引を停止し 、 ま たは貯金者に通知す

る こ と によ り こ の貯金口座を解約する こ と ができ る も のと し ま す。 ま た、 法令に基づく 場合

にも 同様にでき る も のと し ま す。  

（ ５ ）  前３ 項によ り 、 こ の貯金口座が解約さ れ残高がある 場合、 ま たはこ の貯金取引が停止さ れそ

の解除を求める 場合には、 通帳を持参のう え、 当店に申出てく ださ い。 こ の場合、 当組合は

相当の期間をおき 、 必要な書類等の提出ま たは保証人を求める こ と があり 、 また貯金取引が

継続さ れる と き は貯金口座が変更さ れる こ と があり ま す。  

 

１ ５ ． （ 通知等）  

  届出のあった名称、 住所にあてて当組合が通知ま たは送付書類を発送し た場合には、 延着し ま たは

到達し なかったと き でも 通常到達すべき 時に到達し たも のと みなし ま す。  

 

１ ６ ． （ 保険事故発生時における 貯金者から の相殺）  

（ １ ）  こ の貯金は、 当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める 保険事故が生じ た場合には、 本

条各項の定めによ り 相殺する こ と ができ ま す。 なお、 こ の貯金に、 貯金者の当組合に対する

債務を担保する ため、 も し く は第三者の当組合に対する 債務で貯金者が保証人と なっている

も のを担保する ために質権等の担保権が設定さ れている 場合にも 同様の取扱いと し ま す。  

（ ２ ）  相殺する 場合の手続き については、 次によ る も のと し ま す。  

   ① 相殺通知は書面によ る も のと し 、 複数の借入金等の債務がある 場合には充当の順序方法を指

定のう え、 通帳は直ちに当組合に提出し てく ださ い。 ただし 、 こ の貯金で担保さ れる 債務が

ある 場合には、 当該債務ま たは当該債務が第三者の当組合に対する 債務である 場合には貯金

者の保証債務から 相殺さ れる も のと し ま す。  

  

【 改正前】  



 

 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、 当組合の指定する 順序方法によ り 充当いたし ま す。  

   ③ 第１ 号によ る 指定によ り 、 債権保全上支障が生じ る おそれがある 場合には、 当組合は遅滞な

く 異議を述べ、 担保・ 保証の状況等を考慮し て、 順序方法を指定する こ と ができ る も のと し

ま す。  

（ ３ ）  相殺する 場合の借入金等の債務の利息、 割引料、 遅延損害金等の計算については、 その期間

を相殺通知が当組合に到達し た日ま でと し て、 利率、 料率は当組合の定めによ る も のと し ま

す。 ま た、 借入金等を期限前弁済する こ と によ り 発生する 損害金等の取扱いについては当組

合の定めによ る も のと し ま す。  

（ ４ ）  相殺する 場合において借入金の期限前弁済等の手続き について別の定めがある と き には、 そ

の定めによ る も のと し ま す。 ただし 、 借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する

等の制限がある 場合においても 相殺する こ と ができ る も のと し ま す。  

 

１ ８ ． （ 休眠預金等活用法に係る 異動事由）  

  当組合は、 こ の貯金について、 以下の事由を民間公益活動を促進する ための休眠預金等に係る 資金

の活用に関する 法律（ 以下「 休眠預金等活用法」 と いう 。 ） にも と づく 異動事由と し て取り 扱いま

す。  

① 引出し 、 預入れ、 振込の受入れ、 振込みによ る 払出し 、 口座振替その他の事由によ り 貯金額

に異動があったこ と （ 当組合から の利子の支払に係る も のや第２ １ 条に定める 未利用口座管

理手数料に係る も のを除き ま す。 ）  

② 手形ま たは小切手の提示その他の第三者によ る 支払の請求があったこ と （ 当組合が当該支払

の請求を把握する こ と ができ る 場合に限り ま す。 ）  

③ 貯金者等（ 休眠預金等活用法第２ 条第３ 項に定義さ れる 貯金者のほか相続人等の貯金等に係

る 債権を有する 者を指し 、 以下貯金者等と いいま す。 ） から 、 こ の貯金について次に掲げる

情報の提供の求めがあったこ と （ こ の貯金が休眠預金等活用法第３ 条第 1 項にも と づく 公告

（ 以下、 本項において「 公告」 と いいま す。 ） の対象と なっている 場合に限り ま す。 ）  

Ａ  公告の対象と なる 貯金である かの該当性 

Ｂ  貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にも と づく 通知を受け取る 住所地 

④ 貯金者等から の申し 出にも と づく 通帳の発行、 記帳も し く は繰越があったこ と  

⑤ 貯金者等から の申し 出にも と づく 次に掲げる 契約内容ま たは顧客情報の変更があったこ と  

Ａ  キャ ッ シュ カード の発行（ 再発行含む） およ び返却、 暗証番号の変更 

Ｂ  取引店舗の変更 

Ｃ  相続等によ る 口座名義人の変更 

 

１ ９ ． （ 休眠預金等活用法に係る 最終異動日等）  

（ １ ）  こ の貯金について、 休眠預金等活用法における 最終異動日等と は、 次に掲げる 日の最も 遅い

日をいう も のと し ま す。   

【 改正後】  



 

 

② 前号の充当の指定のない場合には、 当組合の指定する 順序方法によ り 充当いたし ま す。  

③ 第１ 号によ る 指定によ り 、 債権保全上支障が生じ る おそれがある 場合には、 当組合は遅滞な

く 異議を述べ、 担保・ 保証の状況等を考慮し て、 順序方法を指定する こ と ができ る も のと し

ま す。  

（ ３ ）  相殺する 場合の借入金等の債務の利息、 割引料、 遅延損害金等の計算については、 その期間

を相殺通知が当組合に到達し た日ま でと し て、 利率、 料率は当組合の定めによ る も のと し ま

す。 ま た、 借入金等を期限前弁済する こ と によ り 発生する 損害金等の取扱いについては当組

合の定めによ る も のと し ま す。  

（ ４ ）  相殺する 場合において借入金の期限前弁済等の手続き について別の定めがある と き には、 そ

の定めによ る も のと し ま す。 ただし 、 借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する

等の制限がある 場合においても 相殺する こ と ができ る も のと し ま す。  

 

１ ７ ． （ 休眠預金等活用法に係る 異動事由）  

  当組合は、 こ の貯金について、 以下の事由を民間公益活動を促進する ための休眠預金等に係る 資金

の活用に関する 法律（ 以下「 休眠預金等活用法」 と いう 。 ） にも と づく 異動事由と し て取り 扱いま

す。  

① 引出し 、 預入れ、 振込の受入れ、 振込みによ る 払出し 、 口座振替その他の事由によ り 貯金額

に異動があったこ と （ 当組合から の利子の支払に係る も のや第２ ０ 条に定める 未利用口座管

理手数料に係る も のを除き ま す。 ）  

② 手形ま たは小切手の提示その他の第三者によ る 支払の請求があったこ と （ 当組合が当該支払

の請求を把握する こ と ができ る 場合に限り ま す。 ）  

③ 貯金者等（ 休眠預金等活用法第２ 条第３ 項に定義さ れる 貯金者のほか相続人等の貯金等に係

る 債権を有する 者を指し 、 以下貯金者等と いいま す。 ） から 、 こ の貯金について次に掲げる

情報の提供の求めがあったこ と （ こ の貯金が休眠預金等活用法第３ 条第 1 項にも と づく 公告

（ 以下、 本項において「 公告」 と いいま す。 ） の対象と なっている 場合に限り ま す。 ）  

Ａ  公告の対象と なる 貯金である かの該当性 

Ｂ  貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にも と づく 通知を受け取る 住所地 

④ 貯金者等から の申し 出にも と づく 通帳の発行、 記帳も し く は繰越があったこ と  

⑤ 貯金者等から の申し 出にも と づく 次に掲げる 契約内容ま たは顧客情報の変更があったこ と  

Ａ  キャ ッ シュ カード の発行（ 再発行含む） およ び返却、 暗証番号の変更 

Ｂ  取引店舗の変更 

Ｃ  相続等によ る 口座名義人の変更 

 

１ ８ ． （ 休眠預金等活用法に係る 最終異動日等）  

（ １ ）  こ の貯金について、 休眠預金等活用法における 最終異動日等と は、 次に掲げる 日の最も 遅い

日をいう も のと し ま す。  

  

【 改正前】  



 

 

① 第１ ８ 条に掲げる 異動が最後にあった日 

② 将来における 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 事由と し て次項で定める も のについては、

貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 日と し て次項において定める 日 

③ 当組合が貯金者等に対し て休眠預金等活用法第 3 条第 2 項に定める 事項の通知を発し た日。

ただし 、 当該通知が貯金者等に到達し た場合ま たは当該通知を発し た日から 1 か月を経過し

た場合（ 1 か月を経過する 日ま たは当組合があら かじ め預金保険機構に通知し た日のう ちい

ずれか遅い日ま でに通知が貯金者等の意思によ ら ないで返送さ れたと き を除く 。 ） に限り ま

す。  

④ こ の貯金が休眠預金等活用法第 2 条第 2 項に定める 預金等に該当する こ と と なった日 

（ ２ ）  第１ 項第２ 号において、 将来における 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 事由と は、 次の各号

に掲げる 事由のみをいう も のと し 、 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 日と は、 当該各号に掲

げる 事由に応じ 、 当該各号に定める 日と し ま す。  

① 法令、 法令にも と づく 命令も し く は措置ま たは契約によ り 、 こ の貯金について支払が停止さ  

れたこ と 、 当該支払停止が解除さ れた日。  

② こ の貯金について、 強制執行、 仮差押えま たは国税滞納処分（ その例によ る 処分を含みま  

す。 ） の対象と なったこ と 、 当該手続が終了し た日。  

③ 法令ま たは契約にも と づく 振込の受入れ、 口座振替その他の入出金が予定さ れている こ  

と 、 ま たは予定さ れていたこ と （ ただし 、 当組合が入出金の予定を把握する こ と ができ る も  

のに限り ま す。 ） 、 当該入出金が行われた日ま たは入出金が行われないこ と が確定し た日。  

 

２ ０ ． （ 休眠預金等代替金に関する 取扱い）  

（ １ ）  こ の貯金について長期間お取引がない場合、 休眠預金等活用法にも と づき こ の貯金に係る 債

権は消滅し 、 貯金者等は、 預金保険機構に対する 休眠預金等代替金債権を有する こ と になり

ま す。  

（ ２ ）  前項の場合、 貯金者等は、 当組合を通じ て、 こ の貯金に係る 休眠預金等代替金債権の支払を

請求する こ と ができ ま す。 こ の場合において、 当組合が承諾し たと き は、 貯金者等は、 当組 

合に対し て有し ていた貯金債権を取得する 方法によ って、 休眠預金等代替金債権の支払を受

ける こ と ができ ま す。  

（ ３ ）  貯金者等は、 第１ 項の場合において、 次に掲げる 事由が生じ たと き は、 休眠預金等活用法第

７ 条第２ 項によ る 申出およ び支払の請求をする こ と について、 あら かじ め当組合に委任し ま

す。  

① こ の貯金に係る 休眠預金等代替金の支払を目的と する 債権に対する 強制執行、 仮差押え 

ま たは国税滞納処分（ その例によ る 処分を含みま す。 ） が行われたこ と  

（ ４ ）  当組合は、 次の各号に掲げる 事由を満たす場合に限り 、 貯金者等に代わって第３ 項によ る 休 

眠預金等代替金の支払を請求する こ と を約し ま す。  

【 改正後】  



 

 

① 第１ ７ 条に掲げる 異動が最後にあった日 

② 将来における 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 事由と し て次項で定める も のについて

は、 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 日と し て次項において定める 日 

③ 当組合が貯金者等に対し て休眠預金等活用法第 3 条第 2 項に定める 事項の通知を発し た

日。 ただし 、 当該通知が貯金者等に到達し た場合ま たは当該通知を発し た日から 1 か月を

経過し た場合（ 1 か月を経過する 日ま たは当組合があら かじ め預金保険機構に通知し た日

のう ちいずれか遅い日ま でに通知が貯金者等の意思によ ら ないで返送さ れたと き を除

く 。 ） に限り ま す。  

④ こ の貯金が休眠預金等活用法第 2 条第 2 項に定める 預金等に該当する こ と と なった日 

（ ２ ）  第１ 項第２ 号において、 将来における 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 事由と は、 次の

各 号に掲げる 事由のみをいう も のと し 、 貯金に係る 債権の行使が期待さ れる 日と は、 当

該各号に掲げる 事由に応じ 、 当該各号に定める 日と し ま す。  

① 法令、 法令にも と づく 命令も し く は措置ま たは契約によ り 、 こ の貯金について支払が停 

止さ れたこ と 、 当該支払停止が解除さ れた日。  

② こ の貯金について、 強制執行、 仮差押えま たは国税滞納処分（ その例によ る 処分を含み 

ま す。 ） の対象と なったこ と 、 当該手続が終了し た日。  

③ 法令ま たは契約にも と づく 振込の受入れ、 口座振替その他の入出金が予定さ れている こ

と 、 ま たは予定さ れていたこ と （ ただし 、 当組合が入出金の予定を把握する こ と ができ る

も のに限り ます。 ） 、 当該入出金が行われた日ま たは入出金が行われないこ と が確定し た

日。  

 

１ ９ ． （ 休眠預金等代替金に関する 取扱い）  

（ １ ）  こ の貯金について長期間お取引がない場合、 休眠預金等活用法にも と づき こ の貯金に係る 債

権は消滅し 、 貯金者等は、 預金保険機構に対する 休眠預金等代替金債権を有する こ と になり

ま す。  

（ ２ ）  前項の場合、 貯金者等は、 当組合を通じ て、 こ の貯金に係る 休眠預金等代替金債権の支払を 

請求する こ と ができ ま す。 こ の場合において、 当組合が承諾し たと き は、 貯金者等は、 当組

合に対し て有し ていた貯金債権を取得する 方法によ って、 休眠預金等代替金債権の支払を受

ける こ と ができ ま す。  

（ ３ ）  貯金者等は、 第１ 項の場合において、 次に掲げる 事由が生じ たと き は、 休眠預金等活用法第

７ 条第２ 項によ る 申出およ び支払の請求をする こ と について、 あら かじ め当組合に委任し ま

す。  

①  こ の貯金に係る 休眠預金等代替金の支払を目的と する 債権に対する 強制執行、 仮差押え 

ま たは国税滞納処分（ その例によ る 処分を含みま す。 ） が行われたこ と  

（ ４ ）  当組合は、 次の各号に掲げる 事由を満たす場合に限り 、 貯金者等に代わって第３ 項によ る 休

眠預金等代替金の支払を請求する こ と を約し ま す。  

  

【 改正前】  



 

 

① 当組合がこ の貯金に係る 休眠預金等代替金について、 預金保険機構から 支払等業務の委託

を受けている こ と  

② 前項にも と づく 取扱いを行う 場合には、 貯金者等が当組合に対し て有し ていた貯金債権を

取得する 方法によ って支払う こ と  

（ ５ ）  本条については、 休眠預金等活用法にも と づき こ の貯金に係る 債権が消滅し たこ と に伴い、 本

契約の解除をし た場合であっても 存続する も のと し ま す。  

 

２ １ ． （ 未利用口座管理手数料）  

（ １ ）  未利用口座管理手数料は、 別途定める 未利用口座が対象と なり ます。  

（ ２ ）  こ の貯金口座は、 別途定める 一定の期間、 貯金者によ る 所定の利用が無い場合には、 未利用

口座と なり ます。  

（ ３ ）  こ の貯金口座が未利用口座と なっ た場合には、 当組合はこ の貯金口座から 、 払戻請求書等に

よ ら ず、 当組合の定める 未利用口座管理手数料の引落し を 開始する こ と ができ る も のと し ま

す。 なお、 残高不足等によ り 、 未利用口座管理手数料の引落し が不能と なっ た口座について

は、 当組合は当該貯金残高の全額を引落し 、 未利用口座管理手数料に充当し ま す。 ま た、 残

高が 0 円の未利用口座およ び未利用口座管理手数料の引落し によ り 残高が 0 円と なった口座に

ついては、 貯金者に通知を する こ と なく 、 当該未利用口座を解約する こ と ができ る も のと し

ま す。  

（ ４ ）  未利用口座管理手数料の引落し は、 第１ ５ 条第４ 項の貯金口座の利用には含ま れないも のと

し ま す。  

（ ５ ）  一旦引落し と なり 、 お支払いいただいた未利用口座管理手数料については、 返却いたし ま せ

ん。 ま た、 解約し た貯金口座の再利用の求めには応じ ません。  

（ ６ ） 第３ 項によ る 口座解約に伴い、 貯金者に生じ た損害については、 当組合は責任を負いま せん。  

 

２ ２ ． （ 規定の変更等）  

（ １ ）  こ の規定は、 民法に定める 定型約款に該当し ま す。 当組合は、 こ の規定の各条項およ び前記

第１ ５ 条第４ 項に基づく 期間・ 金額その他の条件は、 金融情勢その他の状況の変化その他相

当の事由がある と 認めら れる 場合には、 民法の変更の規定に基づいて変更する も のと し ま

す。  

（ ２ ）  前項によ る こ の規定の変更は、 変更後の規定の内容を、 店頭表示、 イ ンタ ーネッ ト その他相

当の方法で公表し 、 公表の際に定める 適用開始日から 適用さ れる も のと し ま す。  

 

以 上 

（ 〇年〇月〇日現在）  

【 改正後】  



 

 

① 当組合がこ の貯金に係る 休眠預金等代替金について、 預金保険機構から 支払等業務の委

託を受けている こ と  

② 前項にも と づく 取扱いを行う 場合には、 貯金者等が当組合に対し て有し ていた貯金債権

を取得する 方法によ って支払う こ と  

（ ５ ）  本条については、 休眠預金等活用法にも と づき こ の貯金に係る 債権が消滅し たこ と に伴い、   

本契約の解除をし た場合であっても 存続する も のと し ます。  

 

２ ０ ． （ 未利用口座管理手数料）  

（ １ ）  未利用口座管理手数料は、 別途定める 未利用口座が対象と なり ます。  

（ ２ ）  こ の貯金口座は、 別途定める 一定の期間、 貯金者によ る 所定の利用が無い場合には、 未利用

口座と なり ます。  

（ ３ ）  こ の貯金口座が未利用口座と なっ た場合には、 当組合はこ の貯金口座から 、 払戻請求書等に

よ ら ず、 当組合の定める 未利用口座管理手数料の引落し を 開始する こ と ができ る も のと し ま

す。 なお、 残高不足等によ り 、 未利用口座管理手数料の引落し が不能と なっ た口座について

は、 当組合は当該貯金残高の全額を引落し 、 未利用口座管理手数料に充当し ま す。 ま た、 残

高が 0 円の未利用口座およ び未利用口座管理手数料の引落し によ り 残高が 0 円と なった口座に

ついては、 貯金者に通知を する こ と なく 、 当該未利用口座を解約する こ と ができ る も のと し

ま す。  

（ ４ ）  未利用口座管理手数料の引落し は、 第１ ４ 条第４ 項の貯金口座の利用には含ま れないも のと

し ま す。  

（ ５ ）  一旦引落し と なり 、 お支払いいただいた未利用口座管理手数料については、 返却いたし ま せ

ん。 ま た、 解約し た貯金口座の再利用の求めには応じ ません。  

（ ６ ）  第３ 項によ る 口座解約に伴い、 貯金者に生じ た損害については、 当組合は責任を負いま せん。  

 

２ １ ． （ 規定の変更等）  

（ １ ）  こ の規定は、 民法に定める 定型約款に該当し ま す。 当組合は、 こ の規定の各条項およ び前記

第１ ４ 条第４ 項に基づく 期間・ 金額その他の条件は、 金融情勢その他の状況の変化その他相

当の事由がある と 認めら れる 場合には、 民法の変更の規定に基づいて変更する も のと し ま

す。  

（ ２ ）  前項によ る こ の規定の変更は、 変更後の規定の内容を、 店頭表示、 イ ンタ ーネッ ト その他相

当の方法で公表し 、 公表の際に定める 適用開始日から 適用さ れる も のと し ま す。  

 

以 上 

（ 〇年〇月〇日現在）  

【 改正前】  



 

 
総合口座（ 普通貯金無利息型） 取引規定 

 

１ .  （ 総合口座取引）  

（ １ ）  次の各取引は、 総合口座と し て利用する こ と （ 以下、 「 こ の取引」 と いいま す。 ） ができ

ま す。  

① 普通貯金（ 利息を付さ ない旨の約定のある 普通貯金無利息型（ 決済用） です。 以下同

じ 。 ）  

② 期日指定定期貯金、 ス ーパー定期貯金、 大口定期貯金、 変動金利定期貯金、 積立式定期

貯金（ 以下、 こ れら を「 定期貯金」 と いいま す。 ） およ び定期積金 

③ 第２ 号の定期貯金、 定期積金を担保と する 当座貸越 

（ ２ ）  普通貯金については、 単独で利用する こ と ができ ま す。  

（ ３ ）  第１ 項第１ 号、 第２ 号の各取引については、 こ の規定の定めによ る ほか、 当組合の当該各

取引の規定によ り 取扱いま す。 ただし 、 定期貯金、 定期積金には、 証券類の受入れはでき

ま せん。  

 

２ ． ～１ １ ． （ 省略）  

 

１ ２ ． （ 印鑑照合等）  

こ の取引において払戻請求書、 定期貯金解約申込書、 定期積金解約申込書、 諸届その他の書類に

使用さ れた印影（ ま たは暗証の届出がある 場合には暗証） を届出の印鑑（ ま たは暗証の届出がある

場合には暗証） と 相当の注意をも っ て照合し 、 相違ないも のと 認めて取扱いま し たう えは、 それら

の書類につき 偽造、 変造その他の事故があっ ても そのために生じ た損害については、 当組合は責任

を 負いま せん。 なお、 盗取さ れた通帳を用いて行われた不正な払戻し の額に相当する 金額について、

次条によ り 補てんを請求する こ と ができ ま す。  

 

１ ３ ． ～２ ３ ． （ 省略）  

 

 

【 改正後】  



 

 
総合口座（ 普通貯金無利息型） 取引規定 

 

１ .  （ 総合口座取引）  

（ １ ）  次の各取引は、 総合口座と し て利用する こ と （ 以下、 「 こ の取引」 と いいま す。 ） ができ

ま す。  

① 普通貯金（ 利息を付さ ない旨の約定のある 普通貯金無利息型（ 決済用） です。 以下同

じ 。 ）  

② 期日指定定期貯金、 ス ーパー定期貯金、 大口定期貯金、 変動金利定期貯金、 積立式定期

貯金（ 以下、 こ れら を「 定期貯金」 と いいま す。 ） およ び定期積金 

③ 第２ 号の定期貯金、 定期積金を担保と する 当座貸越 

（ ２ ）  普通貯金については、 単独で利用する こ と ができ ま す。  

（ ３ ）  第１ 項第１ 号、 第２ 号の各取引については、 こ の規定の定めによ る ほか、 当組合の当該各

取引の規定によ り 取扱いま す。 ただし 、 定期貯金、 定期積金には、 証券類の受入れはでき

ま せん。  

 

２ ． ～１ １ ． （ 省略）  

 

１ ２ ． （ 印鑑照合等）  

こ の取引において払戻請求書、 定期貯金解約申込書、 定期積金解約申込書、 諸届その他の書類に

使用さ れた印影（ 追加） を 届出の印鑑（ 追加） と 相当の注意をも っ て照合し 、 相違ないも のと 認め

て取扱いま し たう えは、 それら の書類につき 偽造、 変造その他の事故があっ ても そのために生じ た

損害については、 当組合は責任を 負いま せん。 なお、 盗取さ れた通帳を 用いて行われた不正な払戻

し の額に相当する 金額について、 次条によ り 補てんを請求する こ と ができ ま す。  

 
１ ３ ． ～２ ３ ． （ 省略）  

 
 

【 改正前】  



 

附則（ 2024J 革特発第 1892 号）  

（ 実施日）  

 こ の規定は、 2025 年 4 月 1 日から 実施する 。  

 
 

 
 

 
 

 



 

 


